
1 

 

諮問番号：諮問第 47 号 

答申番号：答申第 47 号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

  田川市福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行った生活保護

法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第６２条第３項の規定に基づく

平成２８年１２月２６日付け生活保護廃止処分（以下「本件廃止処分」という。）に係

る審査請求及び本件廃止処分に伴う同日付けの保護費返還決定（以下「本件返還決定」

といい、両者を併せて「本件処分等」という。）に係る審査請求（以下併せて「本件審

査請求」という。）のうち本件廃止処分に係る審査請求は棄却されるべきであるとする

審査庁の判断は、妥当である。なお、本件返還決定に係る審査請求については、当審査

会に諮問されていないため、判断しない。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人の主張の要旨 

  本件処分等の取消しを求める。その理由を要約すると次のとおり。 

（１）（保護廃止により）憲法で保障されている健康で文化的な生活ができない。 

（２）収入がないので、返還決定についても不服である。 

２ 審査庁の主張の要旨 

本件廃止処分は適法かつ妥当であり、審査請求人の主張には理由がないため、本件

廃止処分に係る審査請求は棄却されるべきである。なお、本件返還決定に係る審査請

求は不適法であり、却下するので、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４

３条第１項第６号の規定により諮問を行わない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

本件審査請求の争点は、本件廃止処分の前提となる指導指示事項（別紙１及び別紙２）、

本件廃止処分そのもの及び本件廃止処分に至る手続について違法又は不当な点はない

かということにあるので、本件廃止処分が、法令のほか、国から法定受託事務の処理基
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準として示されている通知等に沿って、適正に行われているかどうか判断する。 

（１）処分庁による指導指示の妥当性について 

  ア 生活実態を明らかにすることについて 

    保護は、実施機関の所管区域内に居住地を有する要保護者に対して行うこととさ

れている（法第１９条第１項）ところ、審査請求人は、実施機関の所管区域に居住

しているかどうか、保護を必要とする状態なのかどうか、不明確になっていると認

められる。そのため、処分庁が生活実態を明らかにするよう指導したことは妥当な

ものと認められる。 

  イ 転居手続を進め、進捗状況を明らかにすることについて 

    審査請求人の生活の本拠が確定しないという状況の下で、処分庁が転居先（新た

な住居）を見つけるよう求めることは保護を行うために必要な指導と認められ、転

居手続を進め、かつ、その進捗状況を明らかにするよう指導したことは妥当なもの

と認められる。 

（２）書面による指導指示に従わなかったといえるかについて 

  ア 生活実態を明らかにすることについて 

    審査請求人は、平成２７年１０月に自宅を離れて知人宅で寝泊りすると説明して

以降、２度の文書による指導指示後も、１年以上の長期に渡り、どのように生活し

ているのか、保護が必要な状態にあるのか不明な状況に変わりはない。したがって、

審査請求人は、生活実態を明らかにするよう求める指導指示に違反したと認められ

る。 

  イ 転居手続を進め、進捗状況を明らかにすることについて 

    本件における指導指示の内容は、「転居手続を進め、進捗状況を明らかにすること」

であり、結果的に転居先を見つけていないとしても、審査請求人が転居先を見つけ

るために自ら行動していることは認められ、上記指導指示に全く従っていないと評

価することは困難であると認められる。 

（３）本件指導指示違反に対する措置としての「廃止」処分の妥当性について 

  ア 法第６２条第３項では、被保護者の指導指示違反に対する処分として、保護の変

更、停止又は廃止の処分が規定されているところ、審査請求人が指導指示に従わな

い姿勢が継続する状況から、処分庁が、停止処分では生活実態が不明な状況は改善

されず、かつ、指導指示に従わせることも著しく困難であると判断し、廃止処分を
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行ったことは、その裁量の範囲を超えていないものと認められる。 

  イ なお、本件においては、２つの指導指示のうち「転居手続を進め、進捗状況を明

らかにすること」については、全く従っていないと評価することは困難と認められ

る。しかし、転居先を見つけるために自ら行動していたとしても、処分庁にとって、

生活実態が不明で、審査請求人が、保護が必要な状態にあるのかさえわからない状

況であることに変わりはなく、しかもその状況が長期間継続している。いわば審査

請求人は、保護を実施するうえでの根幹部分に係る指導に違反し、しかも、その状

況が改善される見込みがないと認められる状況だったことから、処分庁が「生活実

態を明らかにすること」という指導指示への違反をもって、廃止処分としたことは、

その裁量の範囲と認められる。 

    したがって、本件廃止処分を違法又は不当ということはできない。 

（４）本件廃止処分に至るまでの手続について 

   「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月１日社発第２４６号 

厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第１１－２－（４）では、法第２７ 

条による指導指示について、口頭による指導によっては目的を達せられないときに文

書指導を行うことと定めているが、本件廃止処分にあたっては、口頭での指導を行い、

指導の効果が見られないと判断すると、文書指導を行うことを事前に予告し、その後

指導指示書を交付している。これらの指導は、局長通知に沿った指導方法と認められ

る。 

また、本件廃止処分を行うにあたっては、処分庁は審査請求人に対し、平成２８年

１２月９日に弁明の機会の付与について伝達し、同月２２日に弁明の機会を設け、審

査請求人の主張を聴いている。その上で、ケース診断会議を開催し、本件廃止処分を

決定している。これら一連の手続は、法第６２条第４項の規定に沿ったものであり、

違法又は不当な点はない。 

（５）そのほか、本件廃止処分に影響を与える事情もないので、本件廃止処分に違法又は

不当な点は認められない。 

（６）本件返還決定について  

 保護の廃止に伴い既に支給された保護費を返還する義務は、民法（明治２９年法律 

第８９号）第７０３条の不当利得の返還義務の規定により生ずるものであり、本件返 

還決定は処分ではない。 
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 したがって、本件返還決定の取消しを求める審査請求は不適法であると認められる。 

 

以上のとおり、本件審査請求のうち、本件廃止処分の取消しを求める部分は理由がな

いので、行政不服審査法第４５条第２項の規定により棄却されるべきであり、本件返還

決定の取消しを求める部分は不適法であるので、行政不服審査法第４５条第１項の規定

により却下されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

平成２９年１２月２２日付けで審査庁である福岡県知事から行政不服審査法第４３

条第１項の規定に基づく諮問を受け、平成３０年１月２３日の審査会にて調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

  審査請求人は、（保護廃止により）憲法で保障されている健康で文化的な生活ができな

いことを理由として、本件廃止処分の取消しを求める主張をしている。 

  本件廃止処分に係る審査請求の争点は、本件廃止処分の前提となる指導指示事項、本

件廃止処分そのもの及び本件廃止処分に至る手続について違法又は不当な点はないか

という点にあるので、本件廃止処分が、法令のほか、国から法定受託事務の処理基準と

して示されている通知等に沿って、適正に行われているかどうか判断する。 

  処分庁による指導指示の妥当性について、審査請求人は、１年以上にわたり、実施機

関の所管区域に居住しているかどうか、そして、保護を必要とする状態なのかどうかが

不明確になっていると認められるので、処分庁が生活実態を明らかにするよう指導した

ことは妥当なものと認められる。また、審査請求人の生活の本拠が確定しないという状

況の下で、処分庁が転居先（新たな住居）を見つけるよう求めることは、保護を行うた

めに必要な指導と認められるので、転居手続を進め、かつ、その進捗状況を明らかにす

るよう指導したことは妥当なものと認められる。 

  書面による指導指示に従わなかったといえるかについて、審査請求人は、平成２７年

１０月に自宅を離れて知人宅で寝泊りすると説明して以降、２度の文書による指導指示

後も、１年以上の長期に渡り、どのように生活をしているのか、そして、保護が必要な

状態にあるのかが不明な状況に変わりはない。したがって、審査請求人は、生活実態を

明らかにするよう求める指導指示に違反したと認められる。しかし、転居手続を進め、



5 

 

進捗状況を明らかにすることについては、結果的に転居先を見つけていないとしても、

審査請求人が転居先を見つけるために自ら行動していることは認められ、上記指導指示

に全く従っていないと評価することは困難であると認められる。 

  本件指導指示違反に対する廃止処分の妥当性について、法第６２条第３項では、被保

護者の指導指示違反に対する処分として、保護の変更、停止又は廃止の処分が規定され

ているところ、審査請求人が指導指示に従わない姿勢が継続する状況から、処分庁が停

止処分では生活実態が不明な状況は改善されず、かつ、指導指示に従わせることも困難

であると判断し、廃止処分を行ったことは、その裁量の範囲を超えていないものと認め

られる。 

なお、本件においては、２つの指導指示のうち「転居手続を進め、進捗状況を明らか

にすること」については、全く従っていないと評価することは困難であると認められる。

しかし、転居先を見つけるために自ら行動していたとしても、処分庁にとって、生活実

態が不明で、審査請求人が、保護が必要な状態にあるのかさえわからない状況であるこ

とに変わりはなく、しかもその状況が長期間継続しているところである。いわば審査請

求人は、保護を実施するうえでの根幹部分に係る指導に違反し、しかも、その状況が改

善される見込みがないと認められる状況だったことから、処分庁が「生活実態を明らか

にすること」という指導指示への違反をもって、廃止処分としたことは、その裁量の範

囲と認められる。 

  したがって、本件廃止処分を違法又は不当ということはできない。また、本件廃止処 

分に至るまでの手続についても違法又は不当な点はない。 

  そのほか、本件廃止処分に影響を与える事情もないので、本件廃止処分に違法又は不

当な点はない。 

  以上のことから、本件廃止処分に係る審査請求は理由がないというべきである。 

 

（付言） 

 本件廃止処分は、被保護者が法第２７条第１項による指導指示に従う義務に違反したこ

とを理由として法第６２条第１項、同第３項に基づきなされたものである。 

 本件廃止処分決定通知書では、廃止の理由欄に法第６２条第３項（居住実態不明及び指

導指示違反）と記載されている。しかし、「居住実態不明」は法第２７条の指導指示の前提

になる事実関係であり、本件廃止処分の直接の理由には該当しない。そこで本件廃止処分
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決定書の廃止の理由欄に「居住実態不明」と記載することが不適切であることは審理員意

見書の指摘通りである。また、本件廃止処分決定書の廃止理由欄に記載されている過支給

額の返還に関する記載は、本件廃止処分の理由ではないため、同記載は審理員意見書の指

摘通り適当ではない。よって、当審査会としては、廃止処分決定書の廃止理由の記載に関

し、根拠規定を明確にし、不適切な事項は記載しないよう改善されるべきと考える。 

 

 

福岡県行政不服審査会第２部会 

会長 木  佐    茂  男 

委員 倉 員  央 幸 

委員 藤  本    美佐子 
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別紙１ １回目の指導指示書（平成２８年１０月１３日付け）  

 

指導指示書 

 生活保護法第２７条の規定に基づき、下記のとおり指導指示します。  

 正当な理由がなくて指導又は指示に従わない場合は、生活保護法第６２条の規定に

より保護の変更、停止又は廃止をすることがあります。  

 

記 

１ 指導指示事項 

居住実態不明、転居指導指示違反  

２ 指導指示の内容 

生活保護法第６１条には、被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変

動があったとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があったときは、すみやか

に、保護の実施機関にその旨を届け出なければならないと規定されています。  

あなたは、（      住     所     ）に居住し、生活を行ってい

ると届け出を行い、かつ化学物質過敏症を理由に平成２７年１０月頃から一時的に

知人宅に身を寄せるとありましたが、その後もケースワーカーが住所地へ家庭訪問

を行うも全く連絡が取れず、住所地での居住の確認が出来ない状況にあります。ま

た、面接の際に連絡を行うよう指導していましたが、全く連絡がありません。  

さらに、病気療養上のため転居指導を行っていたものの、未だに行われていませ

ん。 

このことは、保護の目的を達するための保護の実施要件を欠くことになります。 

よって、生活保護法第２７条の規定により、以下のことを指示します。  

（１）平成２８年９月９日から９月２３日までの生活実態を明らかにすること。  

（２）転居手続きの進捗状況を明らかにすること。  

 

（参照条文 法第２７条（指導及び指示）、法第６２条（指示等に従う義務） 略） 
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別紙２ ２回目の指導指示書（平成２８年１１月１７日付け）  

 

指導指示書 

 生活保護法第２７条の規定に基づき、下記のとおり指導指示します。  

 正当な理由がなくて指導又は指示に従わない場合は、生活保護法第６２条の規定に

より保護の変更、停止又は廃止をすることがあります。  

 

記 

１ 指導指示事項 

居住実態不明、転居指導指示違反  

２ 指導指示の内容 

生活保護法第６１条には、被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変

動があったとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があったときは、すみやか

に、保護の実施機関にその旨を届け出なければならないと規定されています。  

あなたは、（      住     所     ）に居住し、生活を行ってい

ると届け出を行い、かつ、化学物質過敏症を理由に平成２７年１０月頃から一時的

に知人宅に身を寄せるとありましたが、その後もケースワーカーが住所地へ家庭訪

問を行うも全く連絡が取れず、住所地での居住の確認が出来ない状況にあります。  

また、平成２８年１０月１３日に指導指示書を交付した際、随時連絡を行うよう

再三、指導してきましたが、連絡がありません。さらに、病気療養上のため転居指

導を行っていたものの、未だに行われていません。このことは、保護の目的を達す

るための保護の実施要件を欠くことになります。  

よって、生活保護法第２７条の規定により、以下のことを指示します。  

（１） 生活実態（公共料金の領収書等）を明らかにすること。  

（２） 転居手続きを進め、進捗状況を明らかにすること。  

 

（参照条文 法第２７条（指導及び指示）、法第６２条（指示等に従う義務） 略） 

 


